
山下塾第 7弾 第一回講座 大規模災害対応の理念・基本等 

 

初めに 

 

 山下塾第 7弾では、防災を取り上げます。異常気象による豪雨災害、切迫性が叫ばれる

大規模地震もあって、防災についても種々改善等がなされています。本塾では、防災に関

する最近の動向等をメインに説明等を致します。最新の知見とそれに基づく諸情報、最近

の災害状況に応じた各種施策の改善状況等を可能な限り取り入れました。 

 個人や地域共同体を主たる対象として述べます。 

 題して、「防災と三助について」です。三助は、「サンスケ」ではなく「サンジョ」と読

んで頂きたいと思います。三助とは、自助、共助、公助の三つの助を意味しています。防

災においては、この三助が重要であると云われています。 

 

 

 

 
 

 

 



 
 

 

 

 山下塾第７弾の説明項目は、次のスライドの通りです。 

先ず、大規模災害対応に係る全般事項について説明します。次いで、共助、自助の必要性

や重要性、何を実施すべきか、課題は何か等につては述べたいと思います。 

 それらを踏まえて、自衛隊が大規模災害に如何に対処してきたのか、小生の経験を踏ま

えての大規模災害対応の課題等を一緒に考えましょう。 

 

http://yamateru.stars.ne.jp/hanshinn.mp4 

 

 

 

 災害の実相を知るには映像が最適です。中部方面通信群作成の阪神淡路大震災の記録

DVDを見て頂きたいのですが、上手く再現できない可能性がありますので、バックアップ

用として内閣府防災情報にある映像等を紹介しますので、イメージアップを図って下さ

い。 

先ずは、阪神淡路大震災の発災直後の揺れの状況です。１９９５年(平成７年)１月１７日

朝５時４６分に淡路島北端を震源域とする最大震度７の地震が起きました。当時、小生は

https://d.docs.live.net/08D1CD523E920A14/00メKindle出版関係/防災と三助/山下塾第7弾　防災と三助.docx
http://yamateru.stars.ne.jp/hanshinn.mp4


東海、北陸、近畿、中国、四国の 2府１９県を統括する陸上自衛隊中部方面隊の司令部で

ある方面総監部(在伊丹市)の防衛部長であり、災害対処の主務部長でありました。爾来１

００日間、不眠不休の災害対処活動を行ったのです。 

 その詳細は割愛させて頂きますが、大規模地震の揺れの実相を思い起こして頂きたいと

思います。 

 

 〇内閣府防災情報から 

  南海トラフ巨大地震や首都直下地震などの大規模災害に備えるためには、行政機関の

みならず、民間事業者や国民一人ひとりの取組みが不可欠です。 

内閣府では、これらの大規模地震の被害想定と対策について関係者の理解を深め、自助・

共助の取組みを促進すべく映像資料を作成しました。訓練・講習等にご活用ください。 

下記のホームページから視聴・映像データのダウンロードが可能です。 

・映像の視聴（内閣府防災情報のページ） 

http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/nankai_syuto.html 

・映像データのダウンロード（TEAM防災ジャパンホームページ） 

https://bosaijapan.jp/library/nankai_shuto_movie/ 

 

 

説明項目 

 

 

 大規模災害対応全般で説明する項目は次のスライドの通りです。 

 

大規模災害対応の理念・基本等 

http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/nankai_syuto.html
https://bosaijapan.jp/library/nankai_shuto_movie/


 
① 理念について 

 防災というと災害を完全に防ぐという文字通りの意味に誤解される恐れがあるので、災

害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図ることを減災と概念規定し、この減災を基

本理念とした。これは例え、被災したとしても人命が失われないことを最重視し、また経

済的被害ができるだけ少なくなるよう、様々な対策を組み合わせて災害に備え、災害時の

社会経済活動への影響を最小限にとどめることが必要である。 

② 防災には、３つの段階：「災害予防」「災害応急対策」「災害復旧・復興」の段階がある

が、これらを通ずる基本軸は「災害に強い国家の創造」であろうと考える。特に最も重要

な段階である「災害予防」の段階においては、災害に強い国家づくりが切望される。 

③ 災害対策の実施に当たっては、国、地方公共団体及び指定公共機関がその役割を果た

すと共に相互に密接な連携をとることが重要であることは論を俟たない。併せて、これら

機関を中心に、住民一人一人が自ら行う防災活動や、地域の防災力向上のために自主防災

組織や事業者等が連携して防災活動を促進することで、国、地方公共団田、指定公共機

関、地域、個人が一体的に取り組むことが重要である。 

 

 



 
 

 

 

 三助即ち自助・共助・公助については、よく言われるのが「自助：共助：公助=7：2：

1」であり、自助や共助が極めて重要であると強調されている。この意味について考えて

みたい。 

 

① ７：２：１は、阪神淡路大震災の教訓として提唱されたもので、発災後の早い段階で

の生存者の救出割合が、概ねこの比率であったとの分析結果から考え出されたものであり

ます。 

② この名句は自助や共助の重要性を強調しています。確かに生存者の早期段階での救出

についての公助には限界があるでしょう。それは、致し方のないことだと考えます。隣人

友人による救出より警察消防による救出が早いことはないでしょう。 

③ だからと言って、公助を蔑ろにして良い訳ではありません。公的機関による防災には

公的機関でなければ実施できないものがメインであります。自助共助公助何れに過度に依

存して他は必要ないという暴論は頂けない。それは役割分担の差であって、この三助が機

能してこそ防災の実を上げることができる。 

④ 公助には自助や共助では対応できない災害対応があり、また、自助共助を促進するこ

とにより、公助がより厳しい局面等での対応を可能とし、それが即ちより多くの被災者対

応ともなり、他助とも云える望ましい状況が出現する。 

 



 

 

 
 

 

 

 大規模地震の切迫性について説明します。以下の資料は、「内閣府防災情報」

（http://www.bousai.go.jp/jishin/gaiyou_top.html）に掲載されているものです。 

 大地震が起きると云われて久しく、未だに起きていないので、「オオカミ少年」ではな

いかとの論もあるが、防災、危機管理の立場からは、明日起きても可笑しくない、最悪に

備えるとの観点から予防に全力を尽くすべきである。 

 

 南関東では、数百年間隔で発生する関東大地震クラスの地震の間に、マグニチュード７

クラスの直下型地震が数回発生する可能性があります。大都市直下で発災した場合、多大

な被害が生じるものと予想されています。 

 



 
 

 

 
 

 



 
 

 

山下塾第 7弾 第二回講座 大規模地震等対策に係る最近の動向 

 

初めに 

第二回講座では、大規模地震等対策に係る最近の動向について説明します。 

 

大規模地震対策に係る最近の動向 

 東海地震対策大綱をはじめとする幾つかの地震対策大綱が鼎立し、これに近年の知見を

加えたワーキンググループの最終報告があり、これまで策定されてきた地震対策大綱を整

理する必要があるのではないかとの議論が起きました。 

 これまでの地震対策大綱に記載していた、今後の課題として検討すべき項目、個別の具

体的な施策は、各地震に共通の内容が多く、特別措置法で定める地震防災対策推進地域等

の地域に関わらず、今後、防災・減災のための大規模地震対策として一体的に進めていく

必要があるものである。このため、これまで策定してきた地震対策大綱を統合するととも

に、南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ最終報告及び首都直下地震対策検討

ワーキンググループ最終報告において明らかになった検討課題等を追加し、新たに大規模

地震防災・減災対策大綱としてとりまとめることとなりました。 

 



 

 

 

 

 本大綱は、事業や計画で具体化されておらず今後の検討事項となる施策も含め、幅広く

施策をまとめたものである。 

 これらの大規模地震に対する膨大な量の被害に対しては、災害対策の主体である市町村

と国・都道府県との連携による対応の強化・充実は不可欠であるが、行政による公助だけ

では限界があり、社会のあらゆる構成員が連携しながら総力を挙げて対処しなければなら

ない。このため、本大綱では、行政による「公助」だけでなく、「自助」「共助」により取

り組むべき施策についても記載し、社会全体の取組の重要性を示している。 

 中央防災会議は、定期的に関係府省からの報告により、本大綱に基づく対策の具体化及

び推進の状況について把握し、整理するものとされている。また、課題についての検討成

果、施策の推進状況等を踏まえ、必要に応じ本大綱の見直しを行っていくものである。 

 

防災・減災対策大綱の概要 

 中央防災会議が決定した「大規模地震防災・減災対策大綱」の概要をその目次構成を紹

介するので理解して貰いたい。関連ある対策の全てが網羅されているのが、確認頂けよ

う。 



１．事前防災 

（１）建築物の耐震化等 

（２）津波対策 

（３）火災対策 

（４）土砂災害・地盤災害対策 

（５）ライフライン及びインフラの確保対策 

（６）長周期地震動対策 . 

（７）液状化対策 

（８）リスクコミュニケーションの推進 

（９）防災教育・防災訓練の充実 

（10）ボランティアとの連携 

（11）総合的な防災力の向上 

（12）地震防災に関する調査研究の推進と成果の防災対策への活用 

２．災害発生時の効果的な災害応急対策への備え 

（１）災害対応体制の構築 

（２）原子力事業所への対応 

（３）救助・救急対策 

（４）医療対策 

（５）消火活動等 

（６）緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動 

（７）食料・水、生活必需品等の物資の調達 

（８）燃料の供給対策 

（９）避難者等への対応 

（10）帰宅困難者等への対応 

（11）ライフライン及びインフラの復旧対策 



（12）保健衛生・防疫対策 

（13）遺体対策 

（14）災害廃棄物等の処理対策 

（15）防災情報対策 

（16）社会秩序の確保・安定 

（17）多様な空間の効果的利用の実現 

（18）広域連携・支援体制の確立 

３．被災地内外における混乱の防止 

（１）基幹交通網の確保 

（２）民間企業等の事業継続性の確保 

（３）国、地方公共団体の業務継続性の確保 

４．様々な地域的課題への対応 

（１）地下街、高層ビル、ターミナル駅等の安全確保 

（２）ゼロメートル地帯の安全確保 

（３）石油コンビナート地帯及び周辺の安全確保等 

（４）道路交通渋滞への対応 

（５）孤立可能性の高い集落への対応 

（６）沿岸部における地場産業・物流への被害の防止及び軽減 

（７）積雪・寒冷地域特有の問題への対応 

（８）文化財の防災対策 

（９）2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会に向けた対応 

５．特に考慮すべき二次災害、複合災害、過酷な事象への対応 

６．本格復旧・復興 . 

（１）復興に向けた総合的な検討 

（２）被災者等の生活再建等の支援 



（３）経済の復興 

７．対策の効果的推進 

大規模地震対策に係る最近の動向２ 

 最近の動向のうち、影響度が大きいのは、大震法の見直しであろう。我が国の地震防災

に関する法体系は、直前における地震予知の可能性がある大規模地震対策とそれ以外の地

震対策に大きく区分されている。予知可能性がある東海地震については、昭和５３年に大

規模地震対策特別措置法（大震法）として整備され、地震予知に資するための観測・測量

体制の強化、警戒宣言後の住民避難や各機関の応急対策活動・防災施設の整備をあらかじ

め計画すること及び直前予知を前提とした警戒避難体制が計画された。そして、他の地震

についても、予知体制が確立した場合は、大震法の体制に移行することとされてきた。 

 

 

 

 

 

 報道によれば、政府の中央防災会議は９月９日、東海地震に備えた大規模地震対策特別

措置法（大震法）の約 40年ぶりの抜本見直しに向けた議論を始めたと云う。発生が確実

とはいえない段階での住民の事前避難や鉄道の運行停止のあり方など、減災対策を検討す

る。「確実な予知はあり得ない」との前提に立ち、東南海、南海地震と連動した南海トラ

フ巨大地震への対応も含め、年度内に報告書をまとめる。 

 大震法では東海地震が予測される場合は警戒宣言を出し、対象地域で鉄道の運行停止な

どが可能になる。ワーキングループは今後、発生確実といえないものの「可能性が高まっ

ている」とみられる場合、津波が数分で到達する沿岸部の住民や高齢者などの避難の必要



性について検討する。 

 大規模地震については 2013年に中央防災会議の調査部会が「現在の科学的知見からは

確度の高い地震の予測は難しい」とする報告をまとめた。今回はこの前提に基づき、対策

の対象範囲を東海地震だけでなく南海トラフ全域に広げる方向だ。 

 大震法は地震を確実に予測できるといった誤解を招く恐れがあるため、「撤廃も考える

必要がある」という指摘もあった由。 

大規模地震対策に係る最近の動向３ 

 我が国の防災対策は、大規模災害が起きた都度、新たな防災対策が採られてきた。その

状況は、スライドのとおりである。 

 平成 27年（2015年）12月、河野太郎内閣府特命担当大臣（防災）を座長として「『防

災４.０』未来構想プロジェクト」を内閣府に立ち上げた。このプロジェクトは、地球温

暖化に伴う気候変動により激甚化する災害に対し、企業や国民一人一人にとって真に必要

な防災対策は何か、骨太の提言を行うとともに、災害リスクと向き合う国民運動へと展開

し、社会全体の意識改革とその取組の推進を目的としている。 

 我が国では過去の痛ましい災害による被害を教訓として発展してきた。一方、最大規模

の災害を想定した防災対策における取組は途上の段階であり、特に、国民、企業等が災害

リスクに主体的に向き合い、災害に対する「備え」の意識は十分とはいえないのが現状で

ある。 

 また、すでに極端な集中豪雨が発生するなど、気候変動がもたらす災害の激甚化に備え

るために、どのようなことに取り組まなければならないのか、企業や国民一人一人のあら

ゆる目線で必要な対策を検討することが必要である。 

 こうした背景を踏まえ、地域、経済界、住民、企業等の多様な主体のそれぞれが、防災

を「自分ごと」として捉え、相互の繋がりやネットワークを再構築することで、社会全体

のレジリエンスを高め、自律的に災害に備える社会を、「防災４.０」の目指す姿と捉えて

いる。 

 



 

 

防災基本計画の修正等 

 防災基本計画は、災害対策基本法（第 34・35条）に基づき、中央防災会議が作成する

基本指針を示す防災計画で、防災分野の最上位計画である。 

 防災に関する総合的かつ長期的な計画、中央防災会議が必要とする防災業務計画および

地域防災計画作成基準を示し、防災予防、発生時の対応、復旧等を記してある。 

 本基本計画は、随時修正されてきた。過去１０年ほどの修正事項は次のとおりである。 

〇災害への備えを実践する国民運動の展開，地震防災戦略の策定，インド洋津波災害を踏

まえた津波防災対策の充実，集中豪雨時等の情報伝達及び高齢者等の避難支援の強化等，

最近の災害対策の進展を踏まえ修正。 

〇防災基本計画上の重点課題のフォローアップの実施，国民運動の戦略的な展開，企業防

災の促進のための条件整備，緊急地震速報の本格導入，新潟県中越沖地震の教訓を踏まえ

た原子力災害対策強化等，近年発生した災害の状況や中央防災会議における審議等を踏ま

え修正。 

〇東日本大震災を踏まえた地震・津波対策の抜本的強化，最近の災害等を踏まえた防災対

策の見直しの反映。 

〇災害対策基本法の改正、中央防災会議防災対策推進検討会議の最終報告等を踏まえた大

規模広域災害への対策の強化（各編） 

〇原子力規制委員会設置法等の制定を踏まえた原子力災害対策の強化（原子力災害対策

編） 

〇災害対策基本法の改正、大規模災害からの復興に関する法律の制定等を踏まえた大規模



災害への対策の強化（各編） 

〇原子力規制委員会における検討を踏まえた原子力災害への対策強化（原子力災害対策

編） 

〇災害対策基本法の改正（放置車両及び立ち往生車両対策の強化）、豪雪の教訓を踏まえ

た修正（自然災害対策に係る各編） 

〇最近の災害対応の教訓を踏まえた対策の強化に伴う修正（各編） 

〇最近の制度改正、災害対応の教訓等を踏まえた対策の強化に伴う修正（各編） 

〇28年 5月 一部修正 

 ・中央防災会議防災対策実行会議「水害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ」

報告を踏まえた修正（各編） 

 

 

 これらの修正を踏まえた防災基本計画は次の３本柱で構成されている。 

 

 

 

 

３つの大震災の比較 

 我が国が経験した３つの大震災を比較してみよう。特徴的なのは、死亡者の死亡原因が

大きく異なる。焼死であり、圧死であり、そして水死である。 

 また、直接的な関係はないのかもしれないが、大震災が起きる時というのは政治情勢が

不安定であるということだ。 

 ボランティア参加する人が次第に増えているのも特徴的だ。旧軍隊や自衛隊の災害救援



活動そして外国軍隊の援助も興味深い。阪神淡路大震災においても幾何かの外国軍の援助

があった。 

 

 

 

 

山下塾第 7弾 第三回講座 応急対策活動と国民の役割 

 

初めに 

第三回講座では、応急対策活動と国民の役割について考えてみましょう。 

 

応急対策活動のイメージ 

 作戦は、予期と不期の何れかで遂行することになり、云うまでもなく予期した範囲の作

戦でなければ、勝てないでしょう。予期をもって、敵の不期を撃てということです。災害

対応においても同じですね。災害を想定し、それに対応するために所要の準備を予め整

え、発災した場合には当初計画を一部修正したのち応急対策活動を行うことになります。 

 必要な部隊を呼集し、物資等を調達し、それらを必要な地域に集中すると共に、被災者

の救出・救援活動を速やかに開始します。そのイメージは以下のスライドのようです。 

 



 

 

 

 

首都直下地震における応急対策活動の概要 

 下のスライドは、首都直下地震における応急対策活動の概要を示したものです。応急対

策活動には、①救助、救急、消火 ②医療 ③物資 ④燃料 ⑤そして部隊やこれらを被

災地に搬送するための緊急輸送ルートや防災拠点、留意事項である⑥帰宅困難者 の活動

分野があります。これらの個々の内容は想定する地震や災害の状況により異なります。 

 従来は、被災地からの要請に応じて所要の応急支援を行うというのが一般的でしたが、

最近ではプッシュ型での支援ということで、要請・要求を待つことなく、所要の援助活動

を行っております。 

 



 

 

 

 

応急対策活動の評価について 

 以下のスライドの項目内容について、若干の説明をします。 

 

 

 

 



① 首都直下地震にしろ、南海トラフ巨大地震にしろ、それらの齎す被害は察するに我々

の想像を上回るものと覚悟しなければなりません。公表されている被害は最大見積ではな

く、最小見積或いはそれ以下と考えた方が良いのではないかとも考えます。それらに被害

に比して救援機関の実動勢力は必要かつ十分なのでしょうか？勢力的に、或いは時間的に

又は場所的にとても十分とは言えないのではないかと危惧します。 

② 医療についても同様の懸念があります。被災地内の医療機関は被災者でもあり、医療

施設も被害をも被っていると思わねばなりません。首都圏の医療関係が壊滅したら、何処

から被災地に医療救援を行えるのだろうか？DMAT１００組即ち３００名の医療関係者とい

うことですが、未曽有の医療所要に対応できるでしょうか？ 

 日本医師会が JMATを創設しましたが、（JPSN 一言言いたい欄参照）、厳しい状況は変

わらないでしょう。 

③ 物資や燃料についても上述と同じ認識です。 

④ 確かに緊急輸送路は指定されていますし、必要ならば放置車両を排除することも可能

ですが、それでも平素と同じ交通路の状況でしょうか？被害は受けていないと云えます

か？ 

 これらの状況を考察すると暗澹たる気になります。これらの応急対策活動を行う国家、

指定公共機関、地方公共団体による所謂「公助」の能力には限界があると認識すべきなの

でしょう。 

 公助の限界を補い、かつ公助をより重要な活動焦点に向けるためにも、個人や地域や企

業等の積極的な協力が欠かせません。 

 余談ですが、現地における具体的な応急対策活動を実態として差配する地方公共団体の

危機対応能力もどうなのでしょう。まさか、日本で、首長が逃げることは有り得ないでし

ょうが、十全な識見を有しているという保証があるでしょうか？ 

 何れにしても、公助には限界があり、それを自助や共助で補わねばなりません。 

 

 

地域防災マネージャー制度について 



 

 

 

 

 地域防災マネージャー制度が創設されました。地方公共団体の危機管理能力が飛躍的に

高まることを期待したいと思います。 

 詳細については、JPSN一言言いたい欄の拙論を参照して欲しい。 

 http://www.jpsn.org/opinion/word/9969/ 

 

 

 

防災における国民の役割 

http://www.jpsn.org/opinion/word/9969/


 

 

 

 

 防災においては、自助、共助、公助のバランスある実行が重要です。何れかに偏するの

では十全たる対処は出来ないでしょう。この三助が相俟ってというかその総合力で防災を

全うすべきでしょう。 

国民運動の展開 

 中央防災会議は、平成 18年４月２１日「災害被害を軽減する国民運動の推進に関する

基本方針」を決定しました。そこでは、「自然災害からの安全・安心を得るためには、行

政による公助はもとより、個人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等による

共助が必要であり、社会の様々な主体が連携して減災のために行動すること、それらの主

体がしかるべき安全のための投資を行うことが必要である。そしてこの行動と投資を持続

させるための社会の仕組みを作っていかねばならない。」とし、国民運動の展開を謳って

いる。 



 

 

 

 

 その基本方針は以下のとおりである。 

 項目のみ示すので委細は「災害被害を軽減する国民運動の推進に関する基本方針」 

（http://www.bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/17/pdf/shiryou2.pdf）を参照して頂きた

い。 

１ 防災（減災）活動へのより広い層の参加（マスの拡大） 

（１）地域に根ざした団体における身近な防災への取組 

（２）予防的な取組を加味した防災訓練の工夫 

（３）地域における耐震補強の取組の面的な広がりの推進 

（４）防災教育の充実 

（５）トップから一人一人まで参加者への動機づけ 

２ 正しい知識を魅力的な形でわかりやすく提供（良いコンテンツを開発） 

（１）多様な媒体の活用による防災教育メニューの充実 

（２）災害をイメージする能力を高めるための質の高い防災教育コンテンツの充実 

（３）災害のリスクや対策等に関する情報の作成、公開、周知の徹底 

３ 企業や家庭等における安全への投資の促進（投資のインセンティブ） 

（１）企業や家庭等における安全への投資の促進 

（２）ビジネス街、商店街における防災意識の醸成 

（３）事業継続計画（ＢＣＰ）への取組の促進 

４ より幅広い連携の促進（様々な組織が参加するネットワーク） 

（１）企業と地域社会の連携 

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/17/pdf/shiryou2.pdf


（２）様々な主体が連携した地域における防災教育の推進 

（３）災害に関する情報のワンストップサービス 

（４）防災ボランティアの地域社会との積極的な連携 

５ 国民一人一人、各界各層における具体的行動の継続的な実践（息の長い活動） 

（１）国民運動の継続的な推進枠組みの形成 

（２）地域における防災活動の継続的な推進の枠組み作りの促進 

（３）防災活動の優良な実践例の表彰 

（４）人材育成のためのプログラムの開発 

（５）インセンティブの拡大の検討 

 

山下塾第 7弾 第四回講座 共助について 

 

初めに 

 第四回講座では、共助について検討しましょう。 

 

共助説明項目 

 共助について、以下のスライドに示す項目について逐次説明します。 

 

 

 

 

共助全般 

 「共助」というのは、お互い助け合うという互助精神の発露であって、「自分達の街は



自分達で守る」という行動です。隣人関係が希薄になりつつある現代社会ですが、そのよ

うな社会を一度見直して、未曽有の大災害等に対して、どうすればいいのか考えるべき時

代になってきています。個人の力は小さくても、それらが集まった地域の力は無限の可能

性を秘めているのではないでしょうか？ 

 防災における共助を通じて、我々が失ったものを回復したいものです。 

 共助の重要性を例えば発災直後の人命救助で見てみましょう。自力脱出も多いのです

が、近隣住民により救出された人の多いことにもいざという場合に助け合うことの重要性

を示しているのではないでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

共助を担う組織や共助の具体的事項 

 共助は個人個人が被災した人を助けるというよりも、ある程度の組織力を持って対応す

ることがより効率的と言えるでしょう。そういう意味での組織としては、災害対策基本法

に規定されている自主防災組織が中核なのでしょう。然しながら、近年の災害の頻発に伴

い、災害救援における共助を目的とし、或いはそれらをも含んだ組織も増えつつあると云

えます。 

 互助・共助の具体的事項、期待したい事項は何でしょうか？これらの組織は云わば素人

集団であって高度なことを期待できるわけではありません。云うならば、公的機関の手の



届かないところを補う、被災者の身近にあって痒い所に手の届く存在として活動すること

が多いのではないでしょうか？ 

 

 

 

 

 

 

自主防災組織について 

 自主防災組織についてまず基本・現状を押さえておきましょう。①～④は基本的事項で

す。組織率が思いのほか高いと云えると思いますが、その実態や如何に・・ 

 自主防災組織に期待されている事項はスライドのような事項ですね。これらをどの程度

実施し得るのかは、個々の組織の実力により異なるのは当然なのでしょうが。 



 

 

 

 

 

 

自主防災組織の課題等 

 既にやや悲観的なコメントを述べましたが、自主防災組織の課題は何でしょうか？ 

 期待されるべき役割と実態と云いますか、現状との間には相当の乖離があると云うこと

が最大の課題でしょう。 

 その背景はスライドに記したとおりです。育成の必要性、重要性は、度々指摘されなが

らも、なかなか期待通りに育っているとは言えないですね。 

 しかしながら、その自主防災組織が実際に機能した例もあります。 



 

 

 

 新潟県柏崎市北条地区（高齢者の割合は３６％）では，平成１６年の新潟県中越地震の

被災経験をいかし，地区コミュニティ内の自主防災組織の強化，防災訓練の実施，要援護

者リストづくりの充実などの防災体制の強化を図っており，平成１９年７月に発生した新

潟県中越沖地震の際には，被害状況の把握や必要な物資の調達などを迅速に行うことがで

きたと言われている。（コラム 災害の経験を踏まえた地域コミュニティによる防災体制

の強化（新潟県中越沖地

震） http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/bousai2008/html/column/clm_1b_

0josho_09.htm 

 

 

課題解決の方向性 

 自主防災組織の活性化を図るためには様々な方法が工夫されている。それを列挙すれば

スライドの通りである。特に⑤に記した事項が重要かなと考える。 

 地域の予期される災害や地域住民の状況を踏まえた住民の関心事項の高い事項の解決を

目指した取り組みが必要であり、そのことにより自主防災組織が活性化されるものと考え

る。「自主防災組織 好取り組み事例」で検索すれば、消防庁や各都道府県の関連記事が

多数ヒットする。 

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/bousai2008/html/column/clm_1b_0josho_09.htm
http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h20/bousai2008/html/column/clm_1b_0josho_09.htm


 

 

山下塾第 7弾 第五回講座 要配慮者とボランティア 

 

初めに 

 第五回講座では、要配慮者特に避難行動要支援者対策とボランティアについて考えま

す。この 2項目は共助の具体的な活動そのものであると云えるでしょう。 

 

要配慮者対策が喫緊の課題 

 災害が起こる度に所謂災害弱者と云われる高齢者や障害者がなくなるケースが多く、政

府としても「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」を策定し、市町村にその取り組み

を促してきた。 

 然しながら、その取り組みが奏功したかというと必ずしもそうとは言えない。平成２３

年の東日本大震災の状況を下記のスライドに示している。ご覧のように相変わらず高齢者

や障害者等の災害弱者の犠牲が多い。 

 



 

 

 

 

 

 

災対法の改正による実効性ある避難支援の推進 

 このような東日本大震災の教訓を踏まえ、平成２５年の災害対策基本法の改正におい

て、避難行動要支援者名簿を活用した実効性ある避難支援のためにスライドに示すような

規定が定められ、これを受けて平成１８年のガイドラインを全面的に改訂した「避難行動

要支援者の避難行動支援に関する取組指針」が策定された。 

 以前のガイドラインの段階では、個人情報の保護を盾に避難行動要支援者対策は遅々と

して進まなかったのである。 

 



 

 

 

 

 

 

取り組み状況 

 災対法の改正（平成２５年６月）及び取組指針を受けての市町村の取り組み状況を、消

防庁が調査した資料があるので、それを紹介する。 

 相当に進捗したのかなと思わないでもないが、果たして実効性はあるのだろうか？ 

 名簿の作成はあくまでも第一段階であり、それを如何に具体的な個々人の避難支援計画

に結びつけるかが重要である。更にはその訓練を為されるべきだ。 



 

 

 

 

 

 

ボランティアについて 

 阪神淡路大震災を契機として、我が国においても災害ボランティア精神が広がりを見せ

つつあるのではないかと考えられます。 

 阪神淡路と東日本大震災のボランティア参加者数を示していますが、最近では熊本地震

や北部関東豪雨災害等に多数の災害ボランティアが参加していることは報道の通りです。

災害ボランティアの基本的事項をおさえておきたいと思います。 

 後ほど、説明しますが、所謂ボラセンの運営について地域住民等が協力し得るのではな

いかと考えます。色々な形のボランティアがあります。 

 これから益々ボランティアは盛んになるのでしょうが、より多くの人々が軽易に実効性

あるような活動ができるような、そのために必要なことも多々ありのでしょう。今後はそ

れらを如何にしてボランティア活動をサポートするかを考える必要があると考えます。 



 

 

 

山下塾第 7弾 第六回講座 公助との連携 

 

初めに 

 第六回講座では、公助との連携、即ち公的機関が行う応急対策活動に対して、個人や地

域或いは企業等が如何にコラボするかという観点で考えてみましょう。 

 

 

公助との連携全般 



 説明したいと考えている事項は、スライドの通りです。誰が如何なる場面でどのような

ことを実施してコラボするかを考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

協働の必要性 

 何故、公助とコラボしなければならないのか、大規模災害時には自分のことで精一杯

だ、他を顧みる余裕はないという人も居るのでしょう。自分の安全・安心を確保したる

後、可能な範囲で協力することが必要だろうと思います。公助の限界性は勿論ですが、同

じ国民・人間としての互助・協力の精神を発揮して被害の局限を図ることが重要ではない

でしょうか？災対法 7 条の義務規定を持ち出す心算は毛頭ありません。同じ人間としての

自然の情が助け合いですね。 



 

 

 

 

 

 

新しい公の担い手 

 行政機関に行う活動に協力・コラボする主体は一般的には市民であり、地域の災害対応

の団体だと考えられますが、近年ではこれらに加え、公共的団体、民間企業等が新しい公

の担い手として浮上していると云っていいのではないでしょうか？ 

 それらを例示したのが次のスライドです。 



 

 

 

 

 

 

協働場面の検討 

 公助とコラボ可能な場面は多々あるものと思います。 

 対策本部等の支援ですが、経験のない方は難しいのかもしれませんが、自衛隊で指揮所

勤務の経験をした者はすぐに馴染め、戦力なるのではないでしょうか。膨大な情報や状況

を処理するのは並大抵ではありません。連絡調整やボラセンの運営なども可能でしょう。 

 避難についても市民の協力が必須です。 

 被災者の救出救援についても出来ることは一杯あるでしょう。特に救援機関等に被災者

に関する細部情報を提供することは、迅速な救出に益するはずです。生存救出のタイムリ

ミットとされる７２時間内に救出ためには欠かせない役割です。 



 

 

 

 

 

 

災害時応援協定の概要 

 スライドに書きましたが、阪神淡路大震災以降災害時応援協定を締結する自治体が急増

しています。災害時応援協定には、自治体と民間事業者との間、或いは自治体相互間の応

援協定があります。 

 



 

 

 

 

 

災害時応援協定の締結状況 

 防災白書等に掲載されている災害時応援協定の締結状況です。 

 殆どの自治体が何らかの協定を自治体や民間業者と締結している事がお解り頂けるもの

と思います。 

 

 

山下塾第 7弾 第七回講座 警報・避難指示等と避難所 

 

初めに 

 第七回講座は、前回に引き続き、公助との連携ですが、警報・避難指示と避難所に係る

行政等への支援・協力について考えましょう。 

 

 

警報・避難指示等の周知徹底 

 警報や避難指示等に関する基本的事項をまず押さえておきます。伝達手段も逐次に進化

を遂げつつあります。 



 

 

 

 

 

 

 

Ｌアラート 

 Ｌアラートとは、安心・安全に関わる公的情報など、住民が必要とする情報が迅速かつ

正確に住民に伝えられることを目的とした情報基盤です。地方自治体、ライフライン関連

事業者など公的な情報を発信する「情報発信者」と、放送事業者、新聞社、通信事業者な

どその情報を住民に伝える「情報伝達者」とが、この情報基盤を共通に利用することによ

って、効率的な情報伝達が実現できます。全国の情報発信者が発信した情報を、地域を越

えて全国の情報伝達者に一斉に配信できるので、住民はテレビ、ラジオ、携帯電話、ポー

タルサイト等の様々なメディアを通じて情報を入手することが可能になります。 

 2014年 3月から、総務省は「災害時等の情報伝達の共有基盤の在り方に関する研究会」

を開催し、同年 8月、報告書を公表しました。本報告書を受け、新たな名称として「Lア

ラート（災害情報共有システム）」が決定されました。 

 その概要図は以下のスライドの通りです。 



 

 

 

 

 因みに、防災基本計画・地域防災計画にＬアラートの活用による伝達手段の多重化・多

様化が、システムの維持・整備等が明記された。２０１５年８月１日現在Ｌアラートを運

用しているのは３３都道府県であり、うち２７都道府県の地域防災計画に本システムが位

置付けられた。 

 

 

 

 

 

地域住民による伝達支援 

 システムが完備されても、地域住民に徹底されねばなりません。特に災害弱者や外国人

に対する配慮が欠かせません。先日のニュースによれば、ブラジル人が 10数パセントを

占める群馬県大泉町では、来年度、ポルトガル語に対応した行政防災無線を導入するとい

う。 

（http://mainichi.jp/articles/20151113/ddl/k10/010/144000c） 

 これは、９月に鬼怒川の堤防が決壊した茨城県常総市では、避難指示の放送を理解でき

ない外国人が逃げ遅れ、自宅に取り残されたケースが相次いだので、それに対応した。 

 地域住民相互の交流が進めば、行政に頼らずとも所要の情報が伝達されるのだろう

が・・ 

http://mainichi.jp/articles/20151113/ddl/k10/010/144000c


 

 

 

 

 

 

避難所の開設・運営等 

 避難所の開設運営についてコラボできる部分があるのかどうかを考えてみましょう。ま

ず、避難所について押さえておきたいと思いますが、その前に閑話休題。 

 似たような言葉に避難場所があります。避難所と避難場所はその概念が違います。 

 避難場所とは、地震や大規模な火災が発生した時に、周囲の建物や建築物の倒壊から身

を守るためや、延焼による二次災害から身を守るために一時的に避難する場所で、学校の

運動場および公園等のこと、基本的には食料や水の備えはありません。具体的には、大規

模な公園や緑地、大学などが指定されています。 

 避難所とは、被災者の住宅に危険が予想される場合や住宅が損壊した場合など、生活の

場が失われた場合に、一時的な生活の本拠地として宿泊滞在するための施設として指定し

ます。避難場所のうち、一時的宿泊が可能な設備を有する施設等です。 

 飲料水やトイレなどを備えています。具体的には、小中学校や公民館などの公共施設が

指定されています。 

 違いが判って頂けましたか？ 

 

 避難所の基本的なことはスライドに示したとおりです。必要な時に臨時的に設定するも

のであり、そのための必要な人員が予定されている訳ではありません。避難所の設営、維



持管理を誰がどのように実施するかが重要となります。 

 

 

 

 

 

 

避難所の管理・運営協力 

 避難所が如何なる機能を果たしているのか、そのような機能を果たす避難所に一般市民

が協力し得る場面があるのでしょうか。避難所の管理運営のマニュアルが整備されて居れ

ば、誰でも協力できますね。 

 避難所の管理運営には相当のマンパワーが必要となるものと考えられます。管理運営に

精通した者の指導・指示があれば、一般市民が協力できる筈です。  



 

 

 

 

山下塾第 7弾 第八回講座 ボラセン＆児童生徒の避難等 

 

初めに 

 第八回講座では、ボラセンの運営及び児童生徒非難に関する協働についてです。 

 

 

ボラセンの運営 

 災害ボランティアが、有効に機能するためには、ボランティアセンター通称ボラセンが

設立される必要があると思います。絶対条件とまでは云いませんが、被災者のニーズを把

握し、ボランタリーの状況を確認して、マッチングさせる重要な役割を担っています。 

 設立運営に定型がある訳でもありませんが、ボラセンが十分にその機能を発揮するには

コ－ディネーターが重要であると云われています。 

 コーディネーターに求められる資質はスライドの通りです。 

 発災の早い段階からボランティアが殺到するのが最近の傾向ですので、平素からの準備

が必要です。 



 

 

ボラセンのスタッフについて 

 誰でも出来そうですが、ある程度の事前研修を受けることが必要で、事前登録制を採用

している所が多いようです。被災者の状況もよく理解し、一方、ボランタリーの要望・希

望、特性や状況を見極め、マッチングさせる調整能力が必要です。 



 

 

 

児童・生徒の避難等 

 次に児童・生徒の避難について考えます。 



 

 

 

 児童・生徒の避難等については、在校時及び登下校時には、スライドのように行動する

こととされています。さる 10月 26日に、石巻市立大川小学校の犠牲となった児童２３人

の遺族等が、県と市を相手取り、損害賠償を求めた訴訟の判決が、仙台地裁で言い渡され

た。ポイントは以下の通りであるが、学校の危機管理能力を厳しく問うものとなったが、

当然だ。空白の５０分に為すべき事は多々あった筈だが、実態は不明であるが、船頭多く

て何も決められなかったのか、優柔不断だったのか、リーダーは居なかったのか、余りに

も情けない。 

判決のポイントは 

①石巻市と宮城県は原告２９人に約１４億 2658万円を支払え 

②教員等は遅くとも午後三時半頃までに石巻市の広報車による避難呼び掛けを聞

き、大規模な津波襲来を予見できた。 

③教員等が避難先に選んだ近くの交差点付近（三角地帯）は標高が低く避難場所と

しては不適当。学校の裏山に避難させるべきで、教員等には結果回避義務違反の過

失がある。 



 

 

 いざという場合に、近傍個人等は学校に協力することを考えていいのではないかと思料

する。子供の数に比較し教員の数は余りにも少ない。猫の手も借りたい筈だ。 

コラボの促進と課題 

 公助とのコラボは、今その緒に就いたばかりであり、市民が行政や指定公共機関等にど

のような協力をするか、それを促進するためには何をどのようにすればいいのか今後の課

題かと考えます。 

 まだまだやるべき、研究検討すべきことが多いですが、国民、市民の意識がコラボの重

要性・必要性を認識し始めている現在、それらは解決できるものと確信します。 

 

 

 

今回の講座はやや短いですが、終わりとします。 

 

山下塾第 7弾 第九回講座 自助全般、災害時心理特性、避難 

 

初めに 

 第九回講座では、自助全般、災害時の心理特性及び災害時避難の課題について考えま



す。 

 

「自助」説明項目 

 4番目の大テーマは「自助」で、説明する項目はスライドの通りです。 

 

 

 

 

 

 

自助全般 

 自助は個人の命を守り、被害を局限、最小化することで、色々とやるべき事項がありま

す。また、公助等に過度に期待することなく、最小限の自存・自活が出来なければなりま

せん。サバイバルの方法を見つけて、工夫をすることが必要です。 

 もう一つの側面は、事前に色々と確認しておくことが重要だと云いうことですね。 

 自助というときにはこの３つの側面から種々検討しておくべきです。そして、何が問題

か、どうすればいいかを常に研究しておくことが求められます。一日前プロジェクトとい

うものがあります。明日、大災害が起きることが明らかな場合に、今日何をすべきかを考

えてみて、足らざるところを明確にして準備しようというものです。 

 内閣府のホームページには、次のように説明されています。 

「一日前プロジェクト 

 「災害の一日前に戻れるとしたら、あなたは何をしますか」と、地震や水害などの被害

に遭われた方々に問いかけました。 「タンスがあんなに簡単に倒れてくるなんて思わな



かった。」というお話や、「家族と連絡が取れずとても不安だった。」というような体験談

から、私たちは何かを学びとることができるでしょう。」 

 

色々と参考になることがあろうかと思いますので覗いて貰いたいですね。 

 

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/keigen/ichinitimae/ 

 

 

 

 

 

災害時心理特性 

 最近、大規模災害時に話題になるのが、「正常性バイアス」と云われるものです。 

 危ない、危険が迫っていると云われても、今回も、大丈夫だ、自分は大丈夫だという全

く根拠のない自信・過信に陥る心理状態ですね。危険の予兆を無視したくなる気持ちは解

りますし、認めたくないのでしょうが、現実を直視すべきです。人間には斯様な心理的特

性があることが解っておれば、バイアスに陥ることは少なくなるのではないかと考えま

す。 

 また、迷ったら皆と同じように行動しがちなのも解りますが、それが被害を拡大させて

いる可能性もあります。 

 人間は、危機時にはどう対処していいか全く判断出来ないと云われており、１割程度の

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/keigen/ichinitimae/


者はパニック状態に陥ってしまいます。そのような際に、正常でしっかり判断できるリー

ダーが存在して居れば被害は最小限に抑えられるでしょう。 

 

 

 

 

 

避難の問題点等 

 災害が起きる度に、避難が遅れた・間に合わなかった、避難情報や避難指示が解らなか

った・聞こえなかった等々の理由で犠牲になるケースが絶えません。 

 避難情報の種類や発令権者についておさらいをしておきましょう。 

 避難準備情報というものがありますが、これは２００４年の新潟・福島豪雨の教訓から

設けられたものですが、これが特に問題を生じさせているようです。 

 ２０１６年８月の台風１０号による大雨で、岩手県岩泉町では、高齢者や障害者などに

避難を呼びかける「避難準備情報」が町から発表されたものの、情報の意味が正確に伝わ

らず、高齢者グループホームで入所者の避難が行われないまま、近くの川が氾濫して、入

所していたお年寄り９人が死亡したことは記憶に新しいところでしょう。内閣府での検討

会が開始されました。近々に結論が出るものと思います。 

 何時も思うことですが、避難について、お上の指示がなければ出来ないというのでは情

けないですよね。個々人の自主判断が強調されないのは何故でしょう。情報収集の手段は

多々あるでしょうし、自らの目と感覚で危険度を判断出来ないというのは寂しいですね。

個々人の危機予兆能力を研ぎ澄ますことが一番大事ではないでしょうか？ 

 なんでも直ぐ「上」に頼るというのでは情けないし、本当の危機には対処できないでし



ょう。（言い過ぎ？） 

 

 

 

 

 

避難遅れの原因考察 

 避難遅れの原因には色々あるのでしょう。列挙すればスライドのようなものでしょう

か？中央防災会議に「災害時の避難に関する専門調査会」がせ、平成２２年４月設置され

た。これは、近年、短時間強雨が増加している傾向にある。平成 21 年の中国・九州北部

豪雨では土砂災害が発生し、福祉施設において避難が間に合わず被害が発生し、台風第 9 

号では、避難中の人的被害が発生するなど、避難のあり方、災害情報伝達等が課題となっ

た。また、平成 22 年のチリ中部沿岸を震源とする地震による津波では、遠地津波への対

応等が課題となった。こうしたことから設置が決まったものである。 

本専門調査会においては、（1） 「避難」の考え方の明確化、（2） 避難準備情報、避難勧

告、避難指示の実効性の向上、（3） 適切な安全確保行動を支えるための情報提供のあり

方、（4） 各主体の防災リテラシーの向上の徹底 について調査を行った。 

 その報告の要点は http://www.bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/31/pdf/31_siryo6-

1.pdf 

を参照して頂きたい。 

 参考までに、課題に対する今後の方向性の項目のみをスライド下に記す。 

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/31/pdf/31_siryo6-1.pdf
http://www.bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/31/pdf/31_siryo6-1.pdf


 

 

 

 災害時の避難に関する専門調査会 報告要点「課題に対する今後の方向性」 

１ 避難の考え方の明確化 

 ①安全確保行動の明確化 

 ②避難先の明確化等 

２ 避難準備情報、避難勧告、避難指示の実効性の向上 

 ①避難準備情報、避難勧告、避難指示の項目の明確化 

 ②実効性ある避難勧告等の発令基準の策定 

 ③避難勧告等の発令にあたっての実効性の向上 

 ④避難準備情報の実効性の向上 

３ 適切な安全確保行動を支えるための情報提供のあり方 

 ①住民などの安全確保行動に資するハザードマップ 

 ②適切な安全確保行動につながる情報の内容 

 ③多様化している情報伝達手段の活用 

４ 各主体の防災リテラシーの向上の徹底 

 ①各主体におけるそれぞれの防災リテラシーの向上 

 ②市町村の防災リテラシーの向上 

 ③防災の専門識能の向上 



 

 

避難についての基本的な考え方 

 今まで説明したような避難実施上の問題点を踏まえた避難についての基本的な考え方は

スライドの通りです。 

 

 

 

山下塾第 7弾 第十回講座 4つの備え、帰宅困難時対策 

 

初めに 

 第十回講座では、非常持ち出し及び帰宅困難時対策について考えます。 

 

 

4 つの備え 

 舛添前都知事の功績と云われるのが、「東京防災」とのタイトルで都在住住戸に配布さ

れたハンドブックであろう。中々入手が困難であったが、埼玉県でも特定書店に申し込め

ば購入可能とのことで早速に購入した。その中で、「今やろう 防災アクション」として

スライドのような４つの備えを提唱している。解りやすく理解容易なので紹介したい。 



 

 

 

 

 

 

非常持ち出し品の準備 

 非常持ち出し品は、次のスライドのような考え方で準備すればいいと思います。二次持

ち出しの準備を推奨している場合がありますが、何れにしろ、各々の家の特性を考察の

上、何をどの程度準備すべきかを検討しましょう。 

 二枚目のスライドにはその一例を示しています。消防庁の「防災マニュアル 震災対策

啓発資料」に掲載されているものです。 

 http://www.fdma.go.jp/bousai_manual/pre/preparation082.html 

http://www.fdma.go.jp/bousai_manual/pre/preparation082.html


 

 

 

 

 

 

 

 

 

帰宅困難時対策 

 帰宅困難者とは、発災時に外出している者のうち、近距離徒歩帰宅者（近距離を徒歩で

帰宅する人）を除いた帰宅断念者（自宅が遠距離にあること等により帰宅できない人）と



遠距離徒歩帰宅者（遠距離を徒歩で帰宅する人）と定義づけられている。 

 東日本大震災で私も経験しましたが、大規模地震等が惹起すれば、首都圏等では大規模

な帰宅困難者が発生するものと見込まれています。内閣府の推計によれば、平成２３年３

月１１日発生した東日本大震災の影響により、首都圏において約５１５万人の帰宅困難者

が発生したと云う。 

 また、発生が懸念されている首都直下地震では、帰宅困難者は、１都３県で約６５０万

人うち東京都で約３９０万人と想定されている。 

 膨大な数の帰宅困難者等への対応は、色々措置されてきたが、行政機関による「公助」

には限界があり、可能な限り「自助」を前提としつつ、「共助」を含めた総合的な対応が

不可欠であるとの認識のもと、「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライ

ン」を内閣府が策定し公表した。（平成２７年３月） 

 http://www.bousai.go.jp/jishin/kitakukonnan/pdf/kitakukonnan_guideline.pdf 

 その基本はスライドの通りである。詳細は割愛するので、ガイドラインで確認して貰い

たい。 

 

 

 

 

 

 

災害時帰宅支援ステーション等 

 スライドのようなステッカーを確認されたことがあるのではないかと思います。 

 JR東日本の駅が閉鎖され、顰蹙を買ったことがありましたが、その後スライドのように

http://www.bousai.go.jp/jishin/kitakukonnan/pdf/kitakukonnan_guideline.pdf


改善されたようです。 

 

 

 

 

 

 

帰宅困難者心得 

 帰宅困難者心得１０か条というものがありますので、それを次のスライドで紹介しまし

ょう。  常時携行した方が望ましい物品として、消防庁防災マニュアルには、懐中電

灯、携帯ラジオ、笛・ホイッスル、避難カード、避難用マップが記されています。  小

生のスマホは、ホイッスルのストラップ付です。スマホは災害時には各種情報を収集し得

る便利グッズですので、必要な防災アプリをインストールしておけばいいのではないかと

思います。問題は電池ですね。備えあれば、憂いなしです。 



 

 

 

山下塾第 7弾 第十一回講座 地震直後の行動原則、家庭の防災対策等 

 

初めに 

 第十一回講座では、最も身近な課題である地震直後の行動原則や救急・救命・応急手

当、家庭の防災対策について考えてみます。 

 

初期対応原則 

 大規模な地震が発生した場合に先ず何から対応すべきでしょうか。何処にいて何をして

いる時かに拘わらず、まず自分自身の身の安全特に頭部を保護することが第一ですが、次

のような原則があるのではないでしょうか。内容については多言を要しないでしょうか

ら、説明は割愛します。 



 

 

 

 

 

 

救急処置 

 自らが怪我をしたり、怪我をしている隣人を何とか手助けしなければならないことも

多々あるものと思います。救命処置や応急手当が施せるようになっておきたいものです。

これらの救急処置は日常生活においても有効ですので、いざという場合にこれらが実施で

きるようになって頂きたいものです。 



 

 

 

 

 

 

救命処置 

 最近は公的場所には AEDが必ず備え付けられています。２０１１年には、人口当たりの

AED販売台数は米国を抜いて世界トップとなりました。また、Automated External 

Defibrillator 自動体外式除細動器の有効性は実証されています。病院外での心原性心停

止 AED被施術患者の 45％が救命されているとのことです。ただ、残念なのは市民による

AEDの電気ショック使用例がまだまだ少ないということです。 

 何れにしろ、これから AEDの設置はますます進むでしょう、だとすればより多くの市民

が AEDを活用できるようになるべきでしょう。 



 

 

 

 

 

 

応急手当 

 応急手当の方法を知っておくというのは日常生活においても有益ですので、機会あるご

とにそれらを理解しましょう。スライドのような事態別の応急手当があります。 



 

 

 

 

 

 

家庭の防災対策 

 家庭の防災対策として考えられるのは、スライドの通りです。家族防災会議が必須です

ね。いざという場合に安否確認をどうするかを、どのように行動するのかを確認しあいま

しょう。 



 

 

 

 

J-anpi について 

 安否確認の方法には幾つかありますが、最新のシステムである J-anpiを紹介します。 

 これまでは、通信キャリア各社による災害用伝言板の提供や、報道機関をはじめ各種企

業・団体による安否情報の収集・公開などの様々な取組みが行われていました。また、通

信キャリア各社による災害用伝言板の連携強化や機能充実なども図られています。 

 更に連携の輪を広げ、通信キャリア各社が提供する災害用伝言板の安否情報に加え、各

企業・団体が収集した安否情報もまとめて確認できる共同サイト「J-anpi安否情報まとめ

て検索」が提供されることになりました。ＮＨＫ,NTT 等が協力してシステム構築がされ

た。これにより、個々の安否確認システムが統合され、利便性が格段に向上した。名前若

しくは電話番号で検索することで登録されている安否情報が確認できる。 

http://anpi.jp/ 

http://anpi.jp/


 

 

山下塾第 7弾 第十二回講座 大規模災害と自衛隊 

 

初めに 

 第十二回講座では、大規模災害と自衛隊について考えます。大規模な災害が起きた場合

には自衛隊に災害派遣が要請され、災害の規模に応じた部隊が派遣され、応急対策活動、

人命の救助・被災民の救援活動を実施します。本講座では、自衛隊が行い災害派遣活動特

に大規模な災害対応等についてみてみます。 

 

説明する項目 

 本講座で説明する項目はスライドの通りです。 



 

 

 

 

 

 

自衛隊の災害派遣の特性・基本等 

 初の災害派遣は警察予備隊当時の 1951年（昭和 26年）10月 14日から 15日にかけて九

州地方に上陸した「ルース台風」後の救助活動である。普通科第 11連隊（当時）の隊員

延べ 2700人が、時の内閣総理大臣吉田茂の命令により、同 20日から 26日にかけて山口

県玖珂郡広瀬町（後の錦町→岩国市）への派遣である。 

 爾来、最近では年平均５４４回程度となっている。その６割程度は急患空輸である。最

近では東日本大震災災害派遣、御岳山噴火災害派遣、熊本地震災害派遣等がマスコミで話

題となった。 

 自衛隊にとって、災害派遣は主たる任務ではないが、非常に重要な任務でもある。 

 その基本的事項は以下のスライドの通りである。 

 詳細については、山下塾第１弾第１０回講座を参照して頂きたい。本稿においては細部

割愛する。 

 http://www.jpsn.org/lecture/yama_vol1/385/ 

http://www.jpsn.org/lecture/yama_vol1/385/


 

 

 

 

 

 

阪神淡路大震災の特色 

 小生が東海北陸近畿中国四国の 2府１９県を統括する陸自中部方面監部の防衛部長を拝

命している際に起きた阪神淡路大震災は小生の人生におけるエポックメーキング的な事案

であったし、その後の自衛隊の大規模災害における活動要領等の基礎ともなった災害派遣

であった。 

 その特色は次のスライドの通りである。 



 

 

 

 

 

 

東日本大震災災害派遣の特色 

 東日本大震災における災害派遣も自衛隊にとっては、多くの教訓を得ることができた。

その派遣の特色を列記すれば以下のスライドの通りである。 



 

 

 

 

 

 

阪神淡路大震災を契機に変化した事項 

 阪神淡路大震災は自衛隊の災害派遣にも極めて重大な変革を齎しました。 

 多くのことを経験しましたが、その幾つかをスライドに示しています。一つ一つのこと

をお話すれば、相当な時間を要しますので、割愛させて頂きます。 

 項目を見て、何かを感じて貰えれば望外の喜びです。 



 

 

 

 

自衛隊の変革事項 

 自衛隊の災害派遣態勢も見直しが行われましたし、法的整備も行われました。矢張り何

かが起きないと改善されないようですね。残念ですが。それが事実です。 

 

 

 



 

 

 

 

 

災害派遣などに備えた待機態勢 

 初動対処態勢や情報収集態勢の見直しが行われたと申しましたが、防衛白書では以下の

スライドのように記載されています。 

 

 

山下塾第 7弾 第十三回講座 大規模災害に係る懸念事項 

 

初めに 

 第十三回講座では、大規模災害に係る懸念事項について考えましょう。 

 

大規模災害に係る懸念事項の列挙 

 小生が考える大規模災害発災時の懸念事項はスライドの通りです。6項目列挙しまし

た。 

 大規模災害はいわば非常時ですが、日本は非常時に対応する法体系が存在していませ

ん。果たして大丈夫でしょうか？緊急事態対処法制は必要ないのだろうかと疑問に思いま

す。 

 阪神淡路大震災や東日本大震災では治安の維持に問題が起きたとは思いませんが、これ

からも大丈夫でしょうか。懸念を持つのは小生のみでしょうか？ 



 首都が壊滅するという事態に日本は対応できるのでしょうか？その備えは出来ているの

でしょうか？帰宅困難者対応、色々と処置されていますが、果たして十分でしょうか？ 

 治安維持とも関連しますが、SNSの普及に伴い、流言飛語が飛び交い、収拾のつかない

状況が出来するかもしれません。 

 まさかと思いつつも、この際日本の一部でも占領し、既成事実化を図ろうとする国家が

ないと断言できるでしょうか？火事場泥棒的なものにどう対応しますか？ 

 

 

 

 

 

 

緊急事態対応について 

 非常時には非常時なりの対応がある筈です。平時の法制では対応できない場合、その都

度必要な法律を制定して対応することが可能でしょうか？迅速な対処を求められる場合に

は残念ながら無理です。事前にありとあらゆることを想定して準備するというのも神なら

ぬ身には無理でしょう。 

 迅速な決心処置、決断が必要な時に、全会一致の閣議は機能し得ると思われません。 

 ではどうすべきか、世界各国の法体系には非常時の法体系があります。憲法に明文規定

をすべきかどうかについては論議がありますが、必要性が高いのではないでしょうか？ 

 無制限の生殺与奪の大権を与えるかについては慎重に検討すべきでしょう。国会の関与

を如何に担保するかがポイントではないでしょうか？ 



 

 

 

 

 

 

その他 

 これらの事項ついては既に述べました。まだまだ検討し、実効性を高めるべき事項が

多々あるということです。 



 

 

 

 

 

 

結言 

 今回の講座で、山下塾第７弾を終わります。有難う御座いました。防災は個人や地域或

いは国家のみの努力だけで完結するものではありません。これら三者が一体となって取り

組むべき課題です。 

 明日大規模災害があなたの身に起きることが確実ならば、今日あなたは何をしますか？

皆さんは防災に関する知識は十分にお持ちだと確信します。 

 ただ、それを活かしておられるかというと疑問符がつくのではないでしょうか？ 



 

 

（山下塾第７弾 完） 

 

 

 

 


